様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2022年　4月　8日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）とよたぼうしょくかぶしきがいしゃ
                         　一般事業主の氏名又は名称 トヨタ紡織株式会社
（ふりがな）ぬま　たけし
                         （法人の場合）代表者の氏名  沼　毅        印
住所　〒448-8651　愛知県刈谷市豊田町１丁目１番地

法人番号　2180301014324　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	トヨタ紡織レポート 2021（2021年3月期）

	公表日
	2021年　9月　22日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.toyota-boshoku.com/jp/company/_assets/upload/TBreport_2021.pdf
【P.47】

	記載内容抜粋
	・2025年までに、内装システムサプライヤーとして“ホーム”となりグローバルサプライヤーを凌駕する、そのための取組事項の一つとしてイノベーションを通して社会課題を解決する力の具備を目指す。
・2030年までに、CASEのさらなる進展に対応し車室空間のソリューション提案により世界から必要とされる会社を目指す
上記を達成するための取組事項の一つとして、DXを活用する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認された方針に基づき作成し、公表している。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	トヨタ紡織レポート 2021（2021年3月期）

	公表日
	2021年　9月　22日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.toyota-boshoku.com/jp/company/_assets/upload/TBreport_2021.pdf
【P.47, 57, 59, 61, 62】

	記載内容抜粋
	2025年中期経営計画における重点取り組み事項に対して、以下2項目についてはデジタル技術を活用することを前提とした実現の取り組みを公表している。
・「グローバルものづくり競争力の強化」に向けた「IoT技術の活用」「デジタルエンジニアリング活用」「工程革新」
・中期経営計画の達成状況のモニタリングと意思決定の迅速化に向けた、ものづくりに関する財務情報と非財務情報の統合


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認された方針に基づき作成し、公表している。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	トヨタ紡織レポート2021（2021年3月期）【P.83】

	記載内容抜粋
	CISO(Chief Information System Officer)と「DX&IT推進領域」の新設により、デジタル化、業務プロセス変革を加速するためのDX推進体制を構築している。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	トヨタ紡織レポート2021（2021年3月期）【P.59 ,62】

	記載内容抜粋
	■グローバルものづくり競争力の強化【P.59】
・IoT技術活用とグローバル情報ネットワークの構築による、"ものづくり情報"と"経営情報"の連携
・VRを活用した作業性評価、工程検討による、早期問題摘出と製造要件への反映
・縫製工程における縫製ミシン自動化による、縫製労働人口減少への対応
■意思決定の迅速化【P.62】
・業務横断型基幹システムの構築・展開



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	トヨタ紡織レポート 2021（2021年3月期）

	公表日
	2021年　9月　22日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.toyota-boshoku.com/jp/company/_assets/upload/TBreport_2021.pdf
【P.59, 62】

	記載内容抜粋
	■グローバルものづくり競争力の強化【P.59】
・IoT導入拠点数
・生産準備における工数、リードタイム、やり直しロス
・縫製工程の自動化率、縫製加工費低減効果
■意思決定の迅速化【P.62】
・財務情報収集のリードタイム



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1) 2021年11月11日
2) 2022年1月6日

	発信方法
	1) 2021年度　年央事業説明会
https://www.toyota-boshoku.com/jp/company/_assets/upload/FY2022%20%28Year%20Ending%20March%29%20Mid-Term%20Business%20Briefing_with_script.pdf
【P.11】
2) 2022年1月6日　ニュースリリース
https://www.toyota-boshoku.com/jp/news/post-30.html

	発信内容
	1) 決算のタイミングで代表取締役社長の沼より進捗状況について説明。
2）代表取締役社長の沼からの2022年年頭挨拶(要約)を開示。2030年のありたい姿へ向けた取り組み状況などを説明。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年　12月

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力済み



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	[bookmark: _GoBack]年に１回、定期的かつ継続的に実施

	実施内容
	CRO(Chief Risk Officer）を任命しリスクマネジメント体制をグローバルに整備する中で、サイバー攻撃リスクをグループ重点リスクの1つとした。トヨタグループ共通のサイバー攻撃に対するガイドラインに則り、定期的なセキュリティ教育や訓練、セキュリティ監査を実施してる。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

